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とうほう地域総合研究所 理事長

聞き手／矢吹光一
１．ご経歴について

矢吹�●インタビューの初めにですが、会長は早稲田
大学を卒業されてヨークベニマルに入社され社
会人生活をスタートされましたが、入社された
理由や背景について教えていただけないでしょ
うか。

真船�●一番は、私は昭和の年代なので、どうしても
長男は両親の面倒を見るという「価値観」が根
強くありました。特に、中学３年で父親を亡く
して母親一人で育てられたこともあって、やっ
ぱり郡山に戻ろうと思っていました。そうする
と、地元で就職するための選択肢がほとんどな
くて、両親が八百屋（青果店）を営んでいて関
心を持つようになり、自ずと商売の道に入った
のだと思います。当時ヨークベニマルは東証二
部上場企業で成長過程でした。壱千坪規模の店
舗に挑戦しようと拡大路線を取った時の入社組
で、200人規模の採用が数年間続いた大量採用
の時代に、声をかけていただいたわけです。で
すから、今振り返ると、地方出身の長男で、母
親一人の（ひとり親）家庭で、小売業が家業
だったという背景や想いがあったことが、入社
につながったと思いますね。

矢吹�●ヨークベニマルさんから社会人生活をスター
トされて、精肉部門を担当されたと伺っていま
すが、どのようなご苦労がありましたか。

真船�●どの会社でも、すべて現場から始まるのが一
般的だと思いますが、私も精肉部門に配属され
て（大学卒業後に精肉を担当するとは思ってい
ませんでしたが）現場から始まりました。あの
当時、まだまだスーパーマーケット業界は、ど
うなるかわからない業態でしたが、もう決めた
ことですから一生懸命やってみようと思いまし
た。最初に安積町店に配属されましたが、なか
なか売れない店で毎日大変な思いをしました。
でも何とか職場の皆さんと和気あいあいと仲良
く交流したり、自分で肉を切ったり加工した商
品をお客さんに目の前で買ってもらうという体
験をしました。売れ行きに応じていろいろ手を
加えれば数字は作れるという現場体験は小売り
ならではの経験です。自分の思いひとつで今日
の売上予算を達成できるという喜びをやっぱり
商売の楽しみとして感じましたね。

矢吹�●一番現場で苦労されたことはどのようなこと
でしょうか。

真船�●何が大変だったかと言ったら、当時は労働環
境が厳しく、長時間勤務が常態化していた時代
でした、一番悲しかったのは帰るときに外が暗
くなっていたことですね。私は会社が終わると
毎晩のように飲みに行っていましたから、ある
意味異質な新入社員でした。翌朝そのまま出勤
することもありました。今振り返ると、少し変
わった新入社員だったかもしれません。

矢吹�●でも、そこで出会った人と人との繋がりが沢
山あったわけですね。

真船�●そうですね。だから困ったということはあま
り感じませんでした。

矢吹�●店舗では社員さんとパートさんが一緒にチー
ムを作って働いていますが、新入社員の方もそ
のチームを作るわけですか。

真船�●あの当時からいわばパートさんの力を借りて
店舗運営をしているというのがヨークベニマル
でした。そういう意味で言うと家庭と仕事を両
立する皆さんの現場力には本当に驚かされまし
た。

２．�イトーヨーカ堂とヨークベニマルに
ついて

矢吹�●イトーヨーカ堂とヨークベニマルは、GMS※

と SM※の違いはあると思いますが、お互い顧
客視点といいますか、顧客起点という考え方が
培われていたのですね。

※ �GMS（ゼネラルマーチャンダイズストア）：「総
合スーパー」を指し、食品から衣料品、生活雑貨、
家電製品など日常で必要とされる商品を、幅広
く取り扱う大規模な小売店。

※ �S М（スーパーマーケット）：主に食料品などの
日用品を扱い、セルフサービス、大量仕入れに
よる廉価販売を原則とする小売店。

真船�●そういう意味で言うと、イトーヨーカ堂の創
業者の伊藤雅俊さんとヨークベニマルの創業者
の大髙善雄さんという二人の信頼関係があって
業務提携に至ったわけです。イトーヨーカ堂は
衣料品、ヨークベニマルは食品というそれぞれ
の強みを補完し合う形で協力関係を築いてきま
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した。イトーヨーカ堂郡山店から始まって、い
わき、白河と県内に出店して関係性を深めまし
た。伊藤雅俊さんの語る「信頼と誠実、おかげ
さまでという感謝の心」と大髙善雄さんの

「ヨークベニマル12章」という、本質的な考え
が一緒だったと思います。この考え方がお互い
にあって二人の商売の本質（原点・源流）にお
客様視点、お客様最優先という思想があったか
らこそ、業務提携に繋がりお互いの発展にも繋
がったと思います。哲学や理念が一緒でないと
ころに成長はないし、まず、何のためにという
原点が共通していたということが根本だったと
思います。

矢吹�●恥ずかしながら「ヨークベニマル12章」を
しっかり読んだことはなかったのですが、今日
読ませていただいて本当に大事なことが書いて
ありますね。

真船�●そうですね、78年前に書かれた文章かもし
れませんが、イトーヨーカ堂の理念もそうです
が、時代が変わっても色褪せることはありませ
ん。世界最大の流通業といわれる「ウォルマー
ト」でさえ、基本的には創業者のサム・ウォル
トンの思想を脈々と受け継いでいます。アメリ
カの名だたる流通業はみんなそうですね。パブ
リックスにしてもクローガーにしてもウェグマ
ンズにしても理念がなければ企業は持続できな
いと、改めて実感しています。

矢吹�●作家の江上剛さんが、小説「二人のカリス
マ」でイトーヨーカ堂の伊藤雅俊さんとセブン
イレブンの鈴木敏文さんをモデルにして、対照
的な考え方を持つ二人を合わせ鏡のように描い
ています。また、老舗企業の研究者で明治学院
大学の神田名誉教授は、経営理念と変革が大切

であると言っています。企業は時代と一緒に変
わり続けなければ置いて行かれますが、一方で
理念がしっかりしていなければ長続きしないと
いうことですね。

真船�●まさに、「二人のカリスマ」じゃないですが、
「信頼と誠実」、「おかげさまで」という変えて
はならないものと、鈴木敏文さん（セブン＆ア
イグループ名誉顧問）の言う「変化への対応と
基本の徹底」、この両軸がセブン＆アイグルー
プの成長の要因だったと思います。

３．ヨークベニマル会長になるまで

矢吹�●そういう意味では、会長はヨークベニマルで
社長から会長になり、さらにはイトーヨーカ堂
の会長になられました。普通はそこまでなれな
いわけですが、バトンを渡されるために必要な
経営感覚を、どのように身につけられたので
しょうか。

真船�●実は、入社後現場のマネジャーを経験してか
ら一度人事部に異動しました。そこで、給与計
算や社会保険料の計算をやりましたが、当時は
自分に合っていないと感じていました。その時、
二代目社長の大髙善二郎さんからテンポラリー
センター（現パソナ）さんとジョイントでテン
ポラリーセンター福島という人材派遣会社を立
ち上げるプロジェクトを任されました。パソナ
の南部靖之さんが凄いところは、大都市圏は直
営店で出店し、地方都市は地方の有力企業と組
んで出店していたことです。やはり、地方では
後ろ盾がないと信用されませんから、そういう
形で全国展開していたのです。南部さんがこの
ビジネスを起こしたきっかけは、大阪の学習塾
で教えていて、塾に子供を預けるお母さんたち
を見て、これだけ優秀なお母さんなのに働く場
所がないことに気づいたわけです。そこから時
間の制約がある人をマッチングするということ
を考えて人材派遣を始めたそうです。私もやっ
てみて、非常に優秀な女性人材が地域に多くい
ることを実感しました。せっかく東京の大学を
出て福島に戻ってきて結婚しても、要はスキル
を活かせるような仕事がない。ましてや時間が
制約されるというところで、本当に能力を発揮
したいと思う女性たちを、地元の中小企業はど
うして採用できないのだろうと思いました。同
時に、女性の求職者と企業をマッチングさせる
仕事に対する社会的ニーズは大きな社会的意義
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があると感じ、事業に没頭しました。最初は２
人で、会社設立から始めて、あと女性２人を
雇って４人体制でした。仕事は保険の営業のよ
うな飛び込み営業で、ようやく仕事をもらった
のが１枚５千円のワープロ打ちでした。それか
ら売り上げが１千万円～２千万円と増えて、い
わきに分室を作って宇都宮にも作ろうかという
話になった時に、また本社へ呼び戻されました。
ちょうど、この仕事に社会的意義を感じて、も
う会社を辞めてこれをやろうかと思ったくらい
でした。この事業の背景は、大髙善二郎社長が
女性活用はこれからの企業の成長になくてはな
らないと考え、戦略的にこの事業を始めたのだ
と思います。本当にそこで感じたのは、女性の
力でした。これだけ貴重な人材がいて、まさに
男性以上の知識や能力や技術で勝る女性がこん
なにもいるとつくづく感じて、女性活用の大切
さを身に染みて感じた３年間でした。

矢吹�●それは時代を先取りする素晴らしい仕事でし
たね。とても面白い経験だと思います。本社で
はどのような仕事が待っていたのですか。

真船�● GATT（ガット）ウルグアイ・ラウンドが
あって、米や牛肉やオレンジといった輸入自由
化が目白押しだった頃、イトーヨーカ堂がシア
トルに駐在員事務所を作るということで、イ
トーヨーカ堂に出向してシアトル事務所の駐在
員を約４年やりました。ですから、今（会長と
して）イトーヨーカ堂にお世話になっています
が、初めてではなく２回目になります。

矢吹�●具体的にはどのような業務を担当されたので
すか。

真船�●駐在員事務所のため仕入れ機能はないのです
が、東京の出先として（情報収集やインタ
ビューなど）いろんな意味で動いていました。
スタッフは３人で、所長がイトーヨーカ堂の精
肉バイヤーですから、もう一人が農産物をやる
と必然的に私は魚担当になりました。３人プラ
ス事務員さんの計４人でした。当時の水産ビジ
ネスではアラスカが輝いていて日本も影響力が
ありました。アラスカの工場には、北海道や岩
手県の三陸から「テクニシャン」という筋子や
イクラを作る職人さんが来ていました。ジュ
ノーに加工工場があって長崎出身の村尾さんと
いう方が工場長でした。何もわからないもので
すから、村尾さんに教えを請いてかわいがって

いただきました。シアトルからアラスカの工場
へ日本酒を一升瓶２本くらい買っていってみん
なで酒を飲むこともありました。やっぱり、何
でもそうですが、現場に入って行って自分をわ
かってもらうためにコミュニケーションするこ
とが原点なんじゃないでしょうか。

矢吹�●私たちも現場で腹を割って話すという機会が
少なくなってきているものですが、一流の方は
現場を大事にされていますね。常に自分で見に
行って、従業員の方と対話され、現場の声を受
け取って総合的に判断するという現場感覚を身
につけられていますね。まさに三現主義（現地、
現物、現実）ですね。

真船�●現場を知らずに机上で判断すると、企業の方
向性を誤ることがあります。

矢吹�●以前、日東紡の辻会長とお話しさせていただ
いた時にも、上に行けば行くほど現場の本当の
姿が見えなくなるとおっしゃっていました。真
船会長は、人材派遣の会社とシアトルで経営感
覚を磨かれましたが、福島の人手不足に悩む企
業は短時間だったら働ける方をもっと採用する
仕組みを作ることも大切でしょうか。

真船�●ヨークベニマルの例でいいますと、パートで
入って現場のマネジャーをやって、店長、そし
て役員に昇進した女性社員もいます。

矢吹�●素晴らしいですね。女性の管理職比率も４割
くらいになりますか。

真船�●そこまでいっていませんが、いずれなると思
いますよ。
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矢吹�●男性と女性の能力差はないですか。

真船�●能力に差はないと思います。むしろ、女性の
方が優れていると感じる場面も多々あります。

４．人材育成について

矢吹�●採用から育成にかけて心を砕かれたことや社
長あるいは経営陣としてどのような人材育成に
努めてこられましたか。

真船�●社長になった時から「人材」じゃなくて「人
財」だと言っていました。人は無限の力を持っ
ていると以前から思っていましたし、人財を生
かすも殺すもやっぱり会社の制度や仕組み、教
育体系だと思っています。ひとつ、きっかけに
なったのは、トヨタの生産方式との出会いです。
これも、イトーヨーカ堂が豊田自動織機と一緒
になって改善活動をやるということで我々も参
加しました。最初は、トヨタの改善は流通には
関係ないので活かせないだろうと思っていまし
たが、実はこれは人財育成だなと直感しました。
人の持っている能力を引き出す非常に大切な活
動だということで、ヨークベニマルでは20年
以上にわたり改善活動を体系的に進めてきまし
た。

矢吹�●社長になる前からでしょうか。

真船�●副社長時代からですね。イトーヨーカ堂の旧
大宮店で始まった店舗改善活動に我々も参加さ
せていただいたわけです。

矢吹�●やっぱり、目から鱗といいますか相当な気づ
きがありましたか。

真船�●ありましたね。トヨタの改善活動の二大軸は、
ジャストインタイムと見える化ですが、見える
化という線を引いて、線を出たら異常だねとい
う考え方です。要は今まで標準基準がなかった
から異常がなかった。標準基準を作って異常に
気付くことから人は知恵を働かせ改善が始まる。
標準基準を段階的に上げていくとまた異常が出
るので改善を積み上げていく。トヨタでは改善
に終わりなしと言いますが、永遠の人材育成な
のでしょうね。改善活動を進めるにも改善する
リーダーがいないと進まないので、改善リー
ダーイコール店長を作るための改善研修という
３ヶ月間のプログラムをやっています。３ヶ月

間現業を離れてヨークベニマルの店舗に入って
各部門に柔軟に配属されながら、そこで課題、
問題を解決する研修です。

矢吹�●何人ぐらいで研修するのですか。

真船�●12～13人ですね。ある店舗を会場にして改
善のリーダーが課題を見つけて、改善策を講じ
て結果を検証するというプロセスなのですが、
そこで一番大切なのは「腹落ち」なのです。店
のパートさんを巻き込んでの活動ですから、彼
女たちが腹落ちしなければやらないですよ。一
番は折衝力です。

矢吹�●そういうことですか。

真船�●リーダーとして一番大切なことは腹落ちさせ
ることなのです。やっぱり一つのこと、一つの
思いをみんなと共有できるリーダーでなければ
人は動きません。組織を動かすために、そうい
うことを体系化しながら作ってきましたが、で
きればイトーヨーカ堂流のプログラムを作り込
んでいければと思っています。

矢吹�●深いですね。改善に終わりはないのですね。

真船�●何でもそうでしょうが、特に小売業は人財産
業だとよく話しています。会社の数字を変える
時間は一日８時間しかないのです。現場の売り
場の皆さんが昨日10個売れたから今日は20個
売ってみよう、明日は30個売ってみようとい
う小さな挑戦を繰り返していかなければ会社の
成長につながらないのです。ですから、私たち
が目指している経営は大きなことを小さくして

● 福島の進路　2025.116
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考えるという、個店経営、部門経営ということ
を経営の柱にしていました。要は京セラのア
メーバ経営と一緒ですね。

矢吹�●店長や部門長を戦略的に作っていくための、
サクセッションプラン（後継者育成計画）は明
確にありますか。

真船�●なかなかそこまでは、あるべきだと必要だと
思いますが、今現在はどうでしょうか。ただし、
現場を見て知っているという意味で、マネ
ジャーの段階から、あれだったらやれるという
感覚はみんな持っているのではないでしょうか。

矢吹�●そういうことを積み重ねて、スーパーマー
ケットを78年間続けてこられたわけですね。
やっぱり組織は人の積み重ねでできているので
すね。

５．地域の復興と使命について

真船�●１店舗１店舗の地域になくてはならない店の
集合体がヨークベニマルやイトーヨーカ堂とい
う会社で、それぞれが地域のお客様のご満足、
ヨークベニマルがあってよかった、助かったと
言っていただけることが、我々の存在なのだと
思います。そのことを強く認識させられたのが、
2011年の東日本大震災でした。

矢吹�●なるほど、社員の皆さんは自分たちも被災さ
れていながら、お店をすぐ開けてオペレーショ
ンされるわけで、相当な困難がありましたね。

真船�●そうですね。ちょうど私は、宮城県と山形県

の責任者をやっていましたが、毎日が試練の連
続でした。やっぱり、我々のビジネスがないと
お客さんは生きていけない。とにかく食品を提
供、途切れさせてはならない。何としても食品
を届けるという使命感をすごく感じました。震
災を機にお客様が我々の存在意義を認めてくだ
さいましたね。

矢吹�●それは私ども地域金融機関も一緒です。地域
のお取引先に支えられています。企業の社会的
役割を果たすことが企業の成長につながること
がありますね。

真船�●あの時は、福島県内に配送トラックが入って
来なかったり、県外で福島ナンバーの車が敬遠
されるなど、厳しい状況もありました。そうい
う時でも我々のグループ（イトーヨーカ堂、セ
ブンイレブン）の人たちが福島に応援に入って
くれました。ありがたいですよね。やっぱり、
グループの力をひしひしと感じたのもあの震災
でした。

矢吹�●私たちはあの震災を経験して不運だったとは
思いますが、本当にたくさんのことを学びまし
た。一方で、14年経ちますと、経験していな
い人たちも相当数増えてくるので、いかに知見
や体験を継承するのかということに心を砕く必
要があると思いますが、何かそういうことはあ
りますか。

真船�●あの時から、我々のもう一つの使命として、
福島の生産者を応援することに力を入れました。
福島の県産品（果物や常磐物の魚）が風評被害
で売れないので一生懸命応援して、特に桃、米、
牛肉の３品を徹底してお客様に提案しようと
行政ともタイアップしてやらせていただきま

2025年7月26日イトーヨーカドー大森店にて
「会津ものづくりフェスタ」

福島の進路　2025.11 ●7
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した。そんな中でカルビーの伊藤社長（当時）、
サッポロビールの髙島社長（当時）、サント
リー食品の齋藤社長（当時）、テーブルマーク
の川股社長（当時）という５人の福島県出身
社長みんなで応援しようと取り組みました。

６．流通業が目指すべき姿について

矢吹�●最後にもう一つだけお尋ねしたいのですが、
今年３月に旧イトーヨーカ堂郡山店跡に「ヨー
クパーク」をヨークベニマルさんが作られまし
た。この「ヨークパーク」を一つのモデルとし
て、イトーヨーカ堂さんが地方展開を考えてい
らっしゃるとお聞きしましたが。

真船�●本来は、あそこの上物は、イトーヨーカ堂が
再開発してイトーヨーカ堂として存続する方向
で進んでいましたので、我々もヨークベニマル
桑野店をスクラップ＆ビルドで新しくしました。
その後、イトーヨーカ堂が北海道、東北から撤
退するということになりました。西ノ内は郡山
のへそですからハトマークをなくすわけにいか
ないということで、ランドマーク的な店作りに
挑戦しようという形でスタートしたわけです。
イトーヨーカ堂のメンバーもだいぶあそこの店
に学びに行っているので、一つの目指すべき方
向性を示す店として（売り場や商品構成を参考
にして）イトーヨーカ堂の食品の再生につなが
るのではないかと思います。また、我々ももっ
とマーケットやお客様の変化を把握して、商売
の原点を実現できるように西ノ内から学んだこ
とを、イトーヨーカ堂の次の成長の糧にできれ
ばいいなと思っています。

矢吹�●店舗の規模やテナントの種類を見ても、近く
のヨークベニマル桑野店と全く違う売り場に
なっていると感じます。

真船�●テナントにロフトや赤ちゃん本舗が入ってく
れたのは、やはりグループの力です。いろいろ
な意味でお客様が来ていただけるような魅力的
な商業集積にしたという意味で一つの方向性を
示す館だと思っています。

矢吹�●お話をお聞きして、お客様を大事にして、現
場を見て、その改善に取り組まれている様子が
うかがわれました。一方で地域全体では、買い
物難民などと言われるように本当になくてはな
らない機能がなくなってしまう状況も見られま
す。特に郡部のお年寄りからお店に行って買い
物をすることが大きなイベントで楽しみだとい
う話も聞かれていて、こういうことに、私たち
も心を砕く必要があると案じております。

真船�●経営上、最大のステークホルダーは働く仲間
ですから、ここが明るく元気に前向きに働いて
くれて、その人生を無駄にさせないということ
が使命だと思います。先ほどのフィロソフィー
の話ですが、時代時代でいろいろな経営手法や
マネジメント手法が出てきますが、最終的に企
業を支えるのは「理念」であり、「フィロソ
フィー」の経営じゃないですかね。

矢吹�●おっしゃる通りですね、今日は貴重な時間を
いただき、ありがとうございました。今後とも
宜しくお願いします。

2025年7月18日内堀知事来社時に記念撮影

● 福島の進路　2025.118



TOP
INTERVIEW

トップインタビュー

東京行きの新幹線で真船会長をお見かけした。
私自身は初対面であり、不躾で大変失礼とは思
いながらも、大宮を過ぎたあたりで名刺交換さ
せて頂いた。上野に着く頃に、どうしてもイン
タビューさせて頂きたいとの強い思いが抑えき
れ な く な り 、 新 幹 線 車 内 で 本 誌 へ の イ ン タ
ビューをお願いした次第である。誠に失礼極ま
りない行動であるが、「福島の進路」を楽しみに
している方々に、どうしても株式会社ヨークベ
ニマルの社長、会長を経られて、日本を代表す
る流通業である株式会社イトーヨーカ堂の会長
になられた真船様のお話を届けたいと考えたも
のである。真船会長には、この場を借りて改め
てお詫び申し上げたい。

実は、このトップインタビューは、私自身が
突然、個別にお願いする場合が多く、固辞され
ることもあるが、地域の皆様に喜んで頂けるこ
とが、私どもの励みにもなっている。

真船会長のお話は、期待通り、いやそれ以上
の内容で、頂いた１時間があっという間に過ぎ
てしまった。入社時からの一貫したお客様への
思い、人への優しさ、経営者としてぶれない姿
勢など人として尊敬できるお話ばかりであった。

組織のトップに立ちながらも、決して驕らず、
人の話に耳を傾け続ける姿勢は、多くのリー
ダーにとって学ぶべき在り方だと感じた。経営
とは「数字」や「戦略」だけではなく、「人を想
う心」であり、未来の流通業界を考えるうえで
も大きなご示唆を頂いた。

お客様の声に耳を澄まし、仲間とともに汗を
かき、時には葛藤しながらも地域に根ざした流
通の未来を一歩一歩築いてこられ、社長そして
会長として企業を導く立場になっても、「現場こ
そ全て」という信念を持ち続けておられる。

時代が移り、流通のあり方も大きく変化する
今だからこそ、人と地域を想い、人の営みのそ
ばに立ち続ける経営者の存在が、どれほど尊い
かを改めて深く考えさせられた。

全国規模の組織の改革に取り組む立場にあっ
ても、その原点にはいつも福島がおありになる。
福島で培った価値観、そして人と地域への深い
信頼が、変化の時代における「ぶれない軸」に
なっている。

今回、真船会長へのインタビューを通じて痛
感したのは、「経営」とは決して数字や理論だけ
で語れるものではなく、「地域」と「人」への深
い理解と共感から生まれるものだということで
ある。

本誌『福島の進路』は、地域の課題と可能性
を見つめ、次の一歩をともに考える場でありた
いと願っている。福島の “ 進路 ” を地域の皆様
と共に切り拓いていく決意を、私たちも新たに
いたした次第である。

今後ともどうぞ宜しくお願い申し上げます。

（インタビュー　矢吹　光一）

インタビューを終えて

真船幸夫様矢吹理事長

福島の進路　2025.11 ●9



企
業　訪
問Interview

COMPANY DATA

株式会社福島タネセンター

所在地 須賀川市北山寺町128 
T E L 0248-72-3145 F A X 0248-63-7077
設 立 1990年12月 資本金 4624万円
従業員数 ７名 事業概要 種、苗、農業関連資材販売、

野菜等の実証栽培U R L https://f-seed-lab.com

代表取締役　橋
は し も と

本　克
か つ よ し

美
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　須賀川市で栽培している夏
か

秋
しゅう

きゅうりのブランド「岩瀬きゅうり」の収穫量は全国でもトップクラ
スを誇っています。しかし、県内においても農業従事者の高齢化、就農人口の減少により農業を取り
巻く環境は厳しさを増しています。このような中で、須賀川市できゅうりなどの野菜の実証栽培を通
して、農家だけでなく公共機関や民間企業などに栽培情報・技術を提供して、農業の持続可能な発展
を目指している企業があります。今回、福島タネセンターの実証研究施設「F-Seed.lab（エフシード
ラボ）を訪ね、現在の取り組みや今後の事業展開などについてお伺いしました。

■農業の「伸びしろ」を感じて

―�農業を始めた経緯についてお聞かせください―

　福島タネセンターは父が創業した会社で、種や苗、
農業資材などを販売する卸売業を営んでいました。
私は大学卒業後、いわき市の大手食肉加工会社に就
職しました。私が35歳の頃、父がそろそろ引退を
考えているとの話を聞きました。その頃私は営業所
長として勤務していましたが、父が今まで一生懸命
働いて続けていた会社をたたむのは、もったいない
と思い、14年程勤めた会社を辞め、家業を継ぐこ
とを決意しました。
　ただ、私の父も、祖父も祖母も、代々農家でな
かったため、この仕事を始めた当初は、米を種から
まくことすら分からなかったほど農業の知識が全く
ありませんでした。
　家業を継いだ当初は、何も分からない状態でさま
ざまな農家さんを回り、数多くのお話を伺うことが
でき、その中で多くのことを学ぶことができました。

しかし、農業の知識や経験を積むうちに、徐々に農
業の独特な部分がみえてきました。
　他の産業とは異なる農業の閉鎖的な側面や、時代
遅れな部分を感じることが多くありました。しかし、
同時に、農業には大きな「伸びしろ」があると感じ
ました。
　農家の方々に様々なアドバイスをする機会もあり
ましたが、農家の皆さん方は大先輩で、農業の経験
のない素人のアドバイスは、なかなか聞き入れても
らえませんでした。
　だったら自分でも農業を始めて、実際に経験した
方が、農家の方へのアドバイスにも説得力が出てく
るし、なにより、より深く農業を理解出来るかなと
思い、実際に農業を始めました。農業を始めてみて、
改めて農業の難しさ、大変さを感じましたが、同時
に、農業の面白さ、合理的な栽培方法の奥深さにも
気づきました。
　そこで、植物栽培の実証研究施設（F-seed.lab）
を作りました。

株式会社福島タネセンター

～持続可能な新たな農業のかたちを目指す企業～

植物栽培の実証実験施設「F-seed.lab（エフシードラボ）」植物栽培の実証実験施設「F-seed.lab（エフシードラボ）」
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商品の開発など、様々な新しい取り組みを検証しな
がら全体の生産性向上に挑戦しています。

■「蔓
つるおろ

下し栽培」によるきゅうり栽培

―具体的にどのような栽培を行っているのですか―

　福島県のブランド農産品「岩瀬きゅうり」をビ
ニールハウス内で「蔓下し栽培」で育てています。
　きゅうりの生育は、地域によって大きく異なりま
す。福島県など東北地方では、夏秋栽培が一般的で
す。特に須賀川市は、夏秋露地の栽培地として有名
です。
　５月に苗を植え、夏場に収穫するのが一般的です
が、きゅうりは寒さに弱いため、10月頃には収穫
が終了します。つまり、実質的に収穫できるのは７、
８、９月の３ヵ月間です。この３ヵ月間で、きゅう
りの能力を最大限に引き出すためには、「摘心栽培」
が最適です。しかし、「摘心栽培」は、土作りや施肥、
樹勢のコントロール、枝の剪

せんてい

定など緻密な管理が求
められ、農家の熟練度により収穫量が大きく左右さ
れます。
　現在、60歳、70歳代のベテラン農家は多くいま
すが、後継者不足が深刻化しており、彼らの息子や
孫が農業を継ぐケースはほとんどありません。
　そのため、従来の熟練の技術が必要な数多くの枝
から収穫する「摘心栽培」を継続していくことは、
非常に難しい状況です。そこで、私たちは、誰でも
簡単にできる「蔓下し栽培」を導入しました。
　「蔓下し栽培」は、熟練した技術は不要で、今日

株式会社福島タネセンター

■農業の生産性向上に挑戦

―�F-seed.lab では、どのようなことを行ってい
るのですか―

　植物栽培の実証研究施設（F-seed.lab）では、実
際の植物栽培を通して、農家だけではなく民間企業
や公共機関等に栽培技術や栽培データなどの情報を
提供して、農業の効率化を高め、農業全体の発展を
目指すことを目的としています。
　F-seed.lab ではコンピュータで施設を管理する

「複合型環境制御システム」を導入しており、常に
栽培している作物にとって最適な環境を提供できる
ように工夫しています。
　様々な農作物に挑戦して、コストの低減や再生可
能エネルギーの活用、栽培技術や LED 技術・ロ
ボット技術などの確立や生産性向上、新しい流通や

取材に応じる橋本克美社長取材に応じる橋本克美社長

複合型環境施設制御システムを導入している「F-seed.lab（エフシードラボ）」複合型環境施設制御システムを導入している「F-seed.lab（エフシードラボ）」
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からアルバイトに入った高校生でも、作業を行うこ
とができます。
　また、「蔓下し栽培」では、主枝から発生する４
本程度の少ない枝から収穫するため、農作物に栄養
が十分行き渡り、曲がったきゅうりなどの規格外商
品が出にくくなります。規格外商品が少なくなり、
高品質のきゅうりを収穫できるため、収穫コストを
削減し、収益性を向上させることができます。

■不確定要素を排除する

―�農業の効率化を進めるうえで、重要なことは
何ですか―

　農業は、そもそも不確定要素が多くあります。気
候は当たり前として、土壌も科学的に解明されてい
ない部分が多く、植物の生育も安定しません。さら

に、青果物の流通も不確実な要素が多いです。
　農業は、まさに不確定要素の塊のような産業と言
えます。そこで、私たちは、これらの不確定要素を
可能な限り排除し、安定した収益を生み出すことを
目指しています。
　ビニールハウスなどの施設栽培では、気候をある
程度コントロールできます。光、水、風など、様々
な要素を調整することが可能になります。不確定要
素を排除することで、安定した収穫と収益を実現で
きるだけでなく、毎年同じように生産できる再現性
も高まります。
　栽培技術もマニュアル化することで、誰でも一定
レベルの収益性を確保できるようになります。さら
に、コンピュータで環境管理を行うことで、光合成
に必要な条件を最適化し、安定した生育を促すこと
ができます。コンピュータは、ハウスの換気やカー
テンの開閉、二酸化炭素濃度の調整、水分の供給な
ど、植物の生育に必要な条件を適切にコントロール
します。人間が感覚的に行う作業では、どうしても
誤差が生じることがあります。しかし、コンピュー
タを活用することで、これらの誤差を最小限に抑え、
安定した収益に繋げることが期待できます。
　完全閉鎖型の植物工場であれば、さらに環境をコ
ントロールしやすくなります。
　イチゴなど、比較的低光量で栽培できる作物では、
人工照明による栽培が実現しつつありますが、きゅ
うりやとまとなどの果菜類は、光合成に必要な光量
が非常に多いため、人工照明で賄うにはまだ課題が
あります。

施設内で今年１月に定植したきゅうりの苗施設内で今年１月に定植したきゅうりの苗

蔓下ろし栽培で育てている福島県のブランド農産品「岩瀬きゅうり」蔓下ろし栽培で育てている福島県のブランド農産品「岩瀬きゅうり」 施設内で採れた新鮮な「岩瀬きゅうり」施設内で採れた新鮮な「岩瀬きゅうり」
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■中山間地帯の農業を活性化

―その他に取り組んでいることはありますか―

　日本独自の中山間地帯の農業にも様々な施策が必
要だと思っており、中山間地帯での農業活性化にも
取り組んでいます。
　中山間地では、高齢者の方でも収入を得られるよ
うな小規模な農業が重要だと考えており、協力して
くれる自治体を現在探しながら、提案を行っていま
す。
　特に、高齢者が多く、大規模化が難しい中山間地
帯では、唐辛子栽培が適していると考えています。
唐辛子は、大面積でなくてもある程度収入を得るこ
とができ、病気にも強いので、高齢者の方でも比較
的簡単に栽培できます。収穫は手作業で行うため、
大規模化は難しいですが、その分、雇用を生み出し、
地域経済の活性化にも貢献できる可能性があります。
山の麓の傾斜地など、他の作物栽培が難しい地域で
は、唐辛子は比較的作りやすい作物です。福島県の
阿武隈高原地帯の中山間地、特に玉川村、鮫川村、
棚倉町、田村市、葛尾村などは、唐辛子栽培に適し
ていると考えられます。そのためには計画的な事業
化が不可欠で、私たちは、栽培技術を含むコンサル
ティングを提供することで、持続可能な唐辛子栽培
を支援していきたいと考えています。

■地域特性に合わせた戦略的な品目選定

―�今後の福島県の農業の方向性についてお聞か
せください―

　福島県では地域特性に合わせた戦略的な品目選定
が重要だと考えています。
　県内には、阿武隈高原地帯、浜通り、会津地方など、
地域によって気候や土壌条件が異なります。それぞ
れの地域で適した作物を栽培する必要があります。
　さらに、福島県で栽培可能な作物が、隣接する山
形県では栽培できない場合もあるなど、地域間での
差別化も重要になります。
　一般的に農業は、非常に伸びしろのある産業と言
われています。私も、間違いなくそうだと思います。
しかし、やり方次第です。適切な戦略を立てずに進
めると、ブルーオーシャンとは程遠い状況になる可

能性もあります。
　農業に関する知識や経験を持つ会社が、ビジネス
モデルを構築することで、農業の新たな発展に繋が
ると考えています。
　私たちも、新しい農業モデルを開発し、ネットを
活用して発信することで、農業の更なる発展を目指
していきます。

■若い世代に農業の魅力を伝えたい

―�人材育成の取り組みについてお聞かせください―

　福島県や須賀川市と農業振興に関する様々な取り
組みをしています。福島県の農業研修認定機関とし
て研修生を受け入れており、若い世代にも農業の魅
力を伝えたいと思っています。
　「すかがわテックツアーズ」という須賀川市内の
ものづくりに関わる企業が、生産現場を公開したり、
ものづくりを体験してもらう「オープンカンパ
ニー」事業の一環として地元の小中高生や農業短期
大学生の研修や見学の受入も行っています。
　農業を知らない若い人たちだけでなく、他の多く
の世代の人たちにも、農業が今後大きく変わってい
くことや、農業の楽しさ、職業としての魅力を知っ
てもらいたいと思っています。

■６次化産業に取り組む

―他に取り組んでいることはありますか―

　玉川村には、当社が出資しているあぶくまビール
というブルワリーがあり、そこで地元産のホップを
使ったクラフトビールの製造が始まりました。今年
の７月に仕込みが始まったばかりです。地元のホッ
プを活用するため、当社ではホップの栽培をサポー
トしており、収穫されたホップはブルワリーが買い
取っています。
　田村市のホップジャパンさんで、２年間ホップ栽
培の研修を受け、連携を強化しています。これまで

「乙な麦酒」というブランドで販売していたビール
は、ホップジャパンさんの施設を借りて醸造してい
ましたが、今後はあぶくまビールの自社ブルワリー
で醸造ができるようになります。
　地元産のホップを使ったクラフトビールのブラン

株式会社福島タネセンター
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ディングストーリーを作り、ホップ栽培単独では利
益が出なくても、ビール販売で利益を出し、ホップ
を高く買い取ってもらうことで成り立っています。
これは、６次産業化の成功事例と言えるかもしれま
せん。

■農業単独で収益性を持たせる

―今後の事業展開についてお聞かせください―

　当社は農業単独で収益性を持たせることを目指し
ています。そのため、いちごの植物工場を世界で展
開する Oishii Farm（オイシイファーム）さんのよ
うに、栽培技術のパッケージを全国に販売すること
を目指し、研究開発を進めています。
　現在、大手食品メーカーと協力し、とまと栽培技
術のパッケージ販売を進めています。提携している
食品メーカーは、全国に直営農場と契約農場を展開
していますが、とまとの安定した生産と出荷が課題

となっています。そこで、当社が持つ技術で安定し
た生産と出荷を実現することで、とまと栽培の産地
をゼロから作りたいと考えています。この取り組み
を通じて、農業が自立した産業として成り立ち、食
料自給率向上にも貢献できるのではないかと考えて
います。
　その他に当社では、鉄骨ではなく木骨でハウスを
作るビジネス化を進めています。全国のハウスのほ
とんどが鉄骨造りですが、当社では木材を使ってハ
ウスを作ります。地元の林業さんと連携し、福島県
産のスギ材を使用します。
　木材を使ったハウスは、植物の生育にもメリット
があります。鉄は蓄熱性が高いため、夏場はハウス
内が非常に暑くなります。夜は外気温が下がっても、
ハウス内はなかなか冷めません。そのため、植物の
呼吸が活発になり、エネルギーを消費してしまい、
生育に悪影響を及ぼす可能性があります。
　しかし、木材は蓄熱しにくいので、夜間の温度が
外気温と同じか、工夫次第では外気温よりも低くな
る可能性があります。さらに、冷房のためのエネル
ギーコストも削減できます。
　海外から輸入していた木材の価格も高騰している
ため、地元の森林資源を活用することで、地域経済
の活性化にも貢献できます。もちろん、100％木製
にすることは難しいと思いますが、全国のハウスの
２〜３割を木製にすることを目標にしています。
　このように、木材を活用することで、植物の生育
に適した環境を提供し、安定した経営を実現し、地
域経済の活性化にも貢献していきたいと考えていま
す。

農業の奥深さに魅入られ、持続可能な新たな農業のかたちを目指し探求を続けている橋本社長の取り

組みは大変興味深いものでした。

同社の取り組みが広がることにより、広大な土地面積を有し、首都圏に近い利便性を持つ福島県の農

業の発展に繋がる可能性を感じました。　

（担当：嵐　俊勝）

インタビューを終えてインタビューを終えて

あぶくまビールで醸造しているビールあぶくまビールで醸造しているビール
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FUKUSHIMA＋プラス

こけしがつなぐ地域の力こけしがつなぐ地域の力

FUKUSHIMA

土湯温泉　まつや物産店　店主　阿部国敏（土湯こけし工人組合会長）土湯温泉　まつや物産店　店主　阿部国敏（土湯こけし工人組合会長）

　福島市土湯温泉で発祥したこけしを土湯系こけしと言います。こけしの始まりは、言い伝えによると江戸後期
に土湯の佐久間亀五郎が伊勢参りに行く途中、箱根で見た木地玩具を参考にこけしを作り、その息子弥七が首の
回るこけしを考案したことが始まりと言われております。土湯こけしの特色は素朴な美しさ。ほかのこけしと比
べて頭が小さく、胴も細目で女性的。頭には「蛇の目」と呼ばれる髪の毛を表す黒い円を描き、前髪の横には

「かせ」という赤い髪飾りを描きます。胴の模様はロクロを回しながら線を入れるロクロ線模様が主体。

01POINT 土湯こけしの特徴

土湯温泉

TSUCHIYUTSUCHIYU
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FUKUSHIMA＋プラス

こけしがつなぐ地域の力こけしがつなぐ地域の力

FUKUSHIMA

　土湯こけしをはじめとする伝統的なこけしは、職人が木材を一つ一つ手作業で
削り出し、絵を描く過程で生まれます。ここで注目すべきは、同じ材料から作ら
れるこけしが二つとないことです。職人の感情や技術、木の特性によって、毎回
異なる個性が表現されます。まさに一期一会の精神が宿った作品なのです。また、
こけしを手に取った瞬間、その触れ合いは特別な意味を持ちます。見る人、触れ
る人によって、その思い出や感じ方は異なり、私たちの心に深く残ります。こけ
しが持つ温かさや愛らしさは、単なる装飾品以上のものであり、作り手と受け手
の間に生まれるつながりを築きます。さらに、こけしは地域の文化や歴史を象徴
する存在でもあります。土湯温泉地域に伝わる土湯こけしには、その土地の物語
が込められており、訪れる人々にその魅力を伝えます。このように、こけしは一
期一会の出会いを通じて、私たちの心に留まる存在です。

　阿部さんは、現在、最年少で土湯こけし工人組合
の会長を務め、これまでに「全国こけし祭りコン
クール」において最高賞（全国こけし祭り会長賞・
文部科学大臣賞）を受賞されているこけし会の名人。
　阿部さんが生み出した「ほほえみがえし」は、多
くの人の心をとらえ、こけしを手にしたことがない
人からも大人気です。阿部さんは、「伝統こけしを
より多くの人に見てもらうために、伝統の胴模様を
残しながら形を変え、笑顔にして、動きを付けた。
土湯の伝統を踏まえながら新しいものを作ってより
多くの人に土湯の伝統こけしというものを知っても
らいたい。」と語り、伝統を守りながら新しい風をこけしに吹き込むこけしづく
りに励み、日々、新しい挑戦を行っております。
　新しい挑戦としては、土湯温泉観光協会とともに、アート作品を温泉街に展示
する芸術祭を2026年４月～６月に予定。アートを通じた温泉やこけし文化との
融合で生まれる新たな伝統に取り組んでおります。

　「まつや物産店」は土湯こけしなどのお土産の展示・販売のほか、 
こけしの絵付け体験もできる物産店です。

店 舗 名：まつや物産店
住　　所：福島市土湯温泉町下ノ町25　　
営業時間：８：00～18：00

02POINT 土湯こけしの魅力について

03POINT 伝統を守るための創作

ほほえみがえし
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FUKUSHIMA＋プラス

こけしがつなぐ地域の力こけしがつなぐ地域の力

FUKUSHIMA

中ノ沢温泉　小西食堂　店主　西村和貴中ノ沢温泉　小西食堂　店主　西村和貴

　中ノ沢こけしは大正11年に栃木県出身の木地師岩本善吉が猪苗代町の中ノ沢温泉に来て作ったことが始まり
です。善吉は木地師だけでなく芸能にも秀でた人で、彼の逆さ踊りは中ノ沢温泉の名物でした。逆さ踊りに使わ
れた張子の頭は中ノ沢こけしの独特な表情とよく似ており、そのルーツとも言われます。胴に牡丹や桜の模様を
描き、大きく見開いた目の周りが赤い中ノ沢こけしは「たこ坊主」の愛称で親しまれ、伝統こけしの中でもひと
際目をひく存在です。

01POINT 中ノ沢こけしの特徴

中ノ沢温泉

NAKANOSAWANAKANOSAWA
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FUKUSHIMA＋プラス

こけしがつなぐ地域の力こけしがつなぐ地域の力

FUKUSHIMA

　中ノ沢温泉街にある小西食堂の４代目店主でありながら、猪苗代町の活性化を
図るための NPO 法人「いなラボ」を立ち上げ、猪苗代町の活性化に貢献。中ノ
沢こけしの歴史が100周年を迎える絶好の機会をきっかけに、中ノ沢こけしのブ
ランディングに挑戦。「中ノ沢こけし祭り」の企画・運営に携わり、中ノ沢こけ
しの魅力発信に大奮闘。中ノ沢温泉を誰よりも愛し、猪苗代町をこよなく愛して
いる西村さんは、こけしだけでなく、雪女をテーマとしたイベント「中ノ沢温泉
雪女行列」を発案。豊雪を祈願して執り行われるお祭りであり、松明を持った朱
ノ盆という会津の妖怪を先頭に、雪女や一般参列者が中ノ沢温泉、温泉神社まで
歩くイベントが毎年恒例となりました。そのほか、人気のかつ丼を味わいながら、
店主が刑事役・来店客が犯人役となる体験型メニューを提供。取り調べ室をイ
メージした演出で、逮捕→取り調べを経て、最後にかつ丼を味わう一連の体験を
ひとつのセットとして楽しめます。

　2022年に中ノ沢こけしが100周年を迎え、中
ノ沢こけしが伝統的工芸品に選ばれたが、認知度
が低く、認知度を上げるため、こけしの自動販売
機を設置。2,000円～5,000円のこけし等がライ
ンナップされ、１日１本のペースで販売されてお
ります。更に次なる一手として、こけしのお猪口
も企画し、こけし文化に新しい風を吹き込んでい
ます。西村さんの想いとしては、「こけしマニア
の人だけでなく、中ノ沢（温泉）にきた、こけし
を知らない人へ知ってもらえるのがうれしい。」
と語り、こけしの自販機により、温泉街の更なる
発展につなげていきます。

03POINT 世界初！こけし自販機の設置

02POINT
小さな温泉街の食堂店主が 
挑む地域活性化の取組み

　中ノ沢温泉街で80年以上続く老舗食堂。鶏唐揚げがのったスタミナ
ラーメンやソースの風味がクセになる煮込みカツ丼など幅広いメ
ニューがラインナップ。

店 舗 名：小西食堂
住　　所：耶麻郡猪苗代町蚕養沼尻山甲2855－145
営業時間：11：00～15：00

こけしのおちょこ
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県内企業のキャッシュレス化への対応状況
～キャッシュレス化への対応に関するアンケート調査より～

＜要　旨＞

◦　�手形・小切手の全面的な廃止への対応について、既に電子化へ移行している企業の割合が24.4％、引き
続き手形・小切手を利用している割合が17.8％で、元々手形・小切手を利用していない割合が56.8％。

◦　�手形・小切手廃止への対応としては「銀行振込（インターネットバンキング）」が７割を超え、「法人ク
レジットカード決済」が35.0％。

◦　�経費支払いで現金や手形・小切手利用する理由では「以前からそうしているから」が５割を超え、課題
がありながら課題として認識していないケースも多いとみられる。また、売上請求においては期日管理
や与信管理など多くの項目に回答があり、何かしらの課題を抱える企業の様子が窺える。

調査レポート

１．手形・小切手の全面的な電子化にかかる対応

　手形・小切手の全面的な廃止を前に、その対応状況について尋ねたところ、全体で「既に電子化へ移行して

いる」企業が24.4％、「引き続き手形・小切手を利用している」企業が17.8％、「元々手形・小切手を利用して

いない」企業が56.8％となった。

　業種別では、「既に電子化へ移行している」のは「卸売」が55.6％と唯一５割を超えた。一方、「不動産」「医

療・福祉」はともに１割強で、「元々手形・小切手を利用していない」が８割を超えている。

　経済産業省ではキャッシュレス決済比率を2025年までに４割程度、将来的に世界最高水準の80%まで上昇さ

せることを目標としており、キャッシュレス決済比率は年々伸びている状況にある。また、企業間の決済手段

として広く利用されてきた手形・小切手が2026年度末ですべて廃止されることが決定し、代替手段として「で

んさい」や「法人クレジットカード決済」の拡大が見込まれている。一方、現金を扱う機会が多い小売業など、

キャッシュレス化への移行が容易にはできない企業も多い。本稿では、アンケート調査の結果から、県内企業

のキャッシュレス化への対応に関する意識や取組み状況などについて確認する。

＜調査要領＞

１．調査方法　　郵送による配布、郵送・Web により回収

２．調査対象　　県内企業1,345社

３．回答企業　　562社（有効回答率41.8％）

４．調査時期　　2025年２月～３月

構成比は小数点第２位以下を四捨五入しているため、
合計が100にならない場合がある。

業 種 回答数（社） 構成比（％）
製 造 93 16.5
非 製 造 460 81.9
建 設 139 24.7
運 輸 30 5.3
卸 売 36 6.4
小 売 69 12.3
不 動 産 32 5.7
医療・福祉 32 5.7
サ ー ビ ス 68 12.1
そ の 他 54 9.6

無 回 答 9 1.6
合 計 562 100.0

とうほう地域総合研究所
エコノミスト
木村　正昭

● 福島の進路　2025.1120



２．経費の支払いで現金や手形・小切手を利用する理由

　売上高別では、「既に電子化へ移行している」は「５千万円未満」が10％台、その他の階層がいずれも20％

台で、「引き続き手形・小切手を利用している」は「５億円以上」の企業で20％台となっている（図表１）。

以
前
か
ら
そ
う
し
て

い
る
か
ら

取
引
先
の
指
定
を
受
け

た
決
済
方
法
だ
か
ら

効
率
が
良
い
か
ら

他
の
方
法
に
変
更
す
る
事

務
負
担
が
大
き
い
か
ら

他
の
方
法
が
分
か
ら

な
い

そ
の
他

無
回
答

n=
全体 （396） 50.5 32.8 18.9 5.8 1.0 12.4 4.0 

業
　
種

製造 （70） 51.4 31.4 20.0 1.4 0.0 12.9 0.0 
非製造 （319） 50.8 32.9 19.1 6.9 1.3 12.2 4.7 

建設 （92） 55.4 26.1 14.1 8.7 2.2 13.0 6.5 
運輸 （25） 52.0 32.0 16.0 0.0 0.0 4.0 8.0 
卸売 （27） 40.7 37.0 25.9 7.4 0.0 18.5 3.7 
小売 （53） 52.8 39.6 17.0 5.7 0.0 9.4 1.9 
不動産 （23） 56.5 21.7 21.7 0.0 4.3 17.4 4.3 
医療・福祉 （21） 28.6 33.3 23.8 19.0 0.0 19.0 4.8 
サービス （43） 53.5 34.9 30.2 11.6 2.3 9.3 2.3 
その他非製造 （35） 48.6 42.9 14.3 0.0 0.0 11.4 5.7 

無回答 （7） 28.6 42.9 0.0 0.0 0.0 14.3 14.3 

売
上
高

5千万円未満 （57） 63.2 28.1 15.8 5.3 0.0 7.0 5.3 
5千万円以上1億円未満 （64） 48.4 28.1 14.1 7.8 3.1 17.2 3.1 
1億円以上5億円未満 （184） 53.3 35.3 20.7 3.8 0.5 10.9 3.3 
5億円以上10億円未満 （42） 40.5 19.0 23.8 14.3 0.0 19.0 7.1 
10億円以上50億円未満 （33） 42.4 48.5 21.2 3.0 3.0 6.1 3.0 
50億円以上 （9） 33.3 55.6 11.1 11.1 0.0 22.2 0.0 
無回答 （7） 14.3 28.6 14.3 0.0 0.0 28.6 14.3 

図表２で「現金」「手形・小切手」のいずれかに回答した企業が対象� （%）

図表１　手形・小切手の全面的な電子化にかかる対応状況

図表２　�経費の支払いに際し利用している決済方法�
（複数回答）

図表３　�経費の支払いに現金、手形・小切手を利用
する理由（複数回答）

銀
行
振
込（
イ
ン
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ネ
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ン
グ
）

現
金

口
座
振
替

法
人
ク
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ト

カ
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ド
決
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銀
行
振
込

（
銀
行
窓
口
）

手
形
・
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切
手

個
人
ク
レ
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ッ
ト

カ
ー
ド
決
済

そ
の
他

無
回
答

n=
全体 （562） 69.8 68.1 54.4 52.3 39.1 13.0 7.7 0.5 0.2 

業
　
種

製造 （93） 80.6 69.9 65.6 59.1 41.9 22.6 8.6 0.0 0.0 
非製造 （460） 67.2 67.6 52.0 50.7 38.5 11.1 7.6 0.7 0.2 

建設 （139） 66.9 65.5 38.8 46.8 34.5 11.5 2.9 1.4 0.7 
運輸 （30） 70.0 70.0 60.0 50.0 43.3 43.3 6.7 0.0 0.0 
卸売 （36） 83.3 75.0 44.4 50.0 19.4 8.3 5.6 0.0 0.0 
小売 （69） 66.7 76.8 63.8 56.5 40.6 14.5 7.2 0.0 0.0 
不動産 （32） 37.5 71.9 37.5 43.8 56.3 3.1 18.8 0.0 0.0 
医療・福祉 （32） 84.4 65.6 84.4 53.1 25.0 0.0 15.6 0.0 0.0 
サービス （68） 60.3 60.3 57.4 55.9 50.0 8.8 10.3 1.5 0.0 
その他非製造 （54） 72.2 63.0 53.7 50.0 38.9 3.7 7.4 0.0 0.0 

無回答 （9） 88.9 77.8 66.7 66.7 44.4 11.1 0.0 0.0 0.0 

売
上
高

5千万円未満 （83） 41.0 68.7 45.8 42.2 54.2 3.6 9.6 0.0 0.0 
5千万円以上1億円未満 （93） 58.1 66.7 52.7 40.9 38.7 14.0 4.3 0.0 0.0 
1億円以上5億円未満 （250） 72.0 71.2 54.8 53.2 38.0 12.4 9.2 0.8 0.4 
5億円以上10億円未満 （59） 88.1 64.4 50.8 69.5 27.1 20.3 6.8 1.7 0.0 
10億円以上50億円未満 （52） 98.1 61.5 61.5 57.7 34.6 19.2 3.8 0.0 0.0 
50億円以上 （17） 88.2 52.9 88.2 64.7 47.1 23.5 5.9 0.0 0.0 
無回答 （8） 75.0 87.5 62.5 75.0 25.0 0.0 12.5 0.0 0.0 

（%）

［比率の差］無回答除く

全体 +10ポイント
全体 +5ポイント
全体 -5ポイント
全体 -10ポイント

n=10以上の場合

［比率の差］無回答除く

全体 +10ポイント
全体 +5ポイント
全体 -5ポイント
全体 -10ポイント

n=10以上の場合

69.8 68.1

54.4 52.3

39.1

13.0
7.7

0.5 0.2
0%

20%

40%

60%

80%
50.5

32.8

18.9

5.8
1.0

12.4
4.0

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

n=
全体 （562）

業
　
種

製造 （93）
非製造業 （460）

建設 （139）
運輸 （30）
卸売 （36）
小売 （69）
不動産 （32）
医療・福祉 （32）
サービス （68）
その他非製造 （54）

無回答 （9）

売
上
高

5千万円未満 （83）
5千万円以上1億円未満 （93）
1億円以上5億円未満 （250）
5億円以上10億円未満 （59）
10億円以上50億円未満 （52）
50億円以上 （17）
無回答 （8）

1％未満のデータラベルは非表示　（％）

44.4
16.7
19.1

9.4
3.1

20.3
55.6

20.0
25.9
22.2

33.3
24.4

11.1
7.4

16.2
3.1

9.4
17.4

19.4
50.0

17.3
16.7

23.7
17.8

44.4
74.1

64.7
84.4
87.5

60.9
25.0

26.7
55.4
59.8

43.0
56.8

1.9

3.1

1.4

3.3
1.4
1.3

1.1

25.0
23.5
28.8
28.8
25.6
24.7

14.5

23.5
26.9
23.7

16.8
16.1

13.3

75.0
52.9

44.2
47.5

55.2
59.1

72.3

2.4

既に電子化へ移行している 引き続き手形・小切手を
利用している

元々手形・小切手を利用
していない 無回答
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　経費の支払いに際し利用している決済方法については、全体で「銀行振込（インターネットバンキング）」が

69.8％と最も多く、売上高「５億円以上」の階層では９割前後に上っている。

　一方、「現金」も68.1％で約７割となっている。売上高「50億円以上」の52.9％を除き、いずれの業種・売

上高階層も６割を超えており、今もなお現金取引が多くの場面で発生するものとみられる。一方、「法人クレジッ

トカード決済」は製造業・非製造業ともに５割を超えているが、売上高別でみると「５億円未満」と「５億円

以上」で利用状況に差がみられる。「手形・小切手」については製造業が22.6％と非製造業を上回る。非製造業

では「運輸」、売上高では「５億円以上」の階層で回答割合が高く、業種や取引金額の規模による特徴も窺える

（図表２）。

　現金や手形・小切手を利用する理由については、全体で「以前からそうしているから」が５割を超え最も多く、

売上高「５千万円未満」では６割を超えている。次いで「取引先の指定を受けた決済方法だから」が32.8％で、

売上高「10億円以上」の階層で特に高い。「効率が良いから」は18.9％と２割を下回ったが、回答企業の多くは

現時点で他の代替手段に完全に切り替えることに消極的な印象を受ける（図表３）。

３．経費精算システムの導入及び法人クレジットカード決済との連携

　経費の支払いで法人クレジットカード決済を利用する企業について経費精算システムの導入状況をみると、

「導入済」の企業は全体で13.3％にとどまる。製造業で２割、非製造業では「卸売」「サービス」が２割を超え

ている。売上高別で「導入済」は「50億円以上」で27.3％、「５億円以上10億円未満」で19.5％など、業種や

売上高規模にかかわらず、導入の進捗は途上の段階にあるものとみられる（図表４）。

　経費精算システムを導入している企業39社について、法人クレジットカード決済との連携状況について尋ね

たところ、「連携有」が33.3％、「連携無」が59.0％で、連携しているのは３分の１となっている。「連携有」は

業種・売上高にかかわらず全般的に少数であるが、業種別では製造業が非製造業を上回り、売上高別では「１億

円未満」で高い結果となっている（図表５）。

図表４　経費精算システムの導入状況

n=
全体 （294）

業
　
種

製造 （55）
非製造業 （233）

建設 （65）
運輸 （15）
卸売 （18）
小売 （39）
不動産 （14）
医療・福祉 （17）
サービス （38）
その他非製造 （27）

無回答 （6）

売
上
高

5千万円未満 （35）
5千万円以上1億円未満 （38）
1億円以上5億円未満 （133）
5億円以上10億円未満 （41）
10億円以上50億円未満 （30）
50億円以上 （11）
無回答 （6）

図表２で「法人クレジットカード決済」に回答した企業が対象� １％未満のデータラベルは非表示　（％）

33.3
3.7

21.1

10.3
27.8

12.3
11.2

20.0
13.3

50.0
88.9

71.1
100.0

92.9
82.1

61.1
100.0
76.9
81.1
70.9

78.6

16.7
7.4
7.9

7.1
7.7

11.1

10.8
7.7
9.1
8.2

33.3
27.3

10.0
19.5

11.3
7.9
14.3

50.0
72.7

86.7
73.2

82.7
78.9
68.6

16.7

3.3
7.3
6.0

13.2
17.1

導入済 未導入 無回答
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４．会計システムの導入及び法人クレジットカード決済との連携

　会計システムの導入状況について、「導入済」の企業は全体で42.2％と４割を超え、製造業で約５割となって

いる。業種別でみると、非製造業では「卸売」「サービス」が５割に達する一方、「不動産」「医療・福祉」「運輸」

では２割台にとどまる。売上高別では、「10億円以上50億円未満」が７割と最も高いが「５千万未満」でも４

割を超えるなど、売上高が大きい階層で導入割合が高いとはいえず、小さい階層でも導入している企業が一定

数みられる（図表６）。

　会計システムを導入している企業124社について、法人クレジットカード決済との連携状況について尋ねたと

ころ、「連携有」が17.7％、「連携無」が79.8％で、県内でクレジットカード決済との連携は進んでいないこと

がわかる。業種別では「連携有」が４割に達した業種はなく、売上高別では「５千万円未満」が唯一４割となっ

ている（図表７）。

図表５　経費精算システムと法人クレジットカード決済との連携有無

図表６　会計システムの導入状況

n=
全体 （39）

業
　
種

製造 （11）
非製造業 （26）

建設 （8）
運輸 （0）
卸売 （5）
小売 （4）
不動産 （0）
医療・福祉 （0）
サービス （8）
その他非製造 （1）

無回答 （2）

売
上
高

5千万円未満 （5）
5千万円以上1億円未満 （3）
1億円以上5億円未満 （15）
5億円以上10億円未満 （8）
10億円以上50億円未満 （3）
50億円以上 （3）
無回答 （2）

図表４で経費精算システムを「導入済」と回答した企業が対象� １％未満のデータラベルは非表示　（％）

n=
全体 （294）

業
　
種

製造 （55）
非製造業 （233）

建設 （65）
運輸 （15）
卸売 （18）
小売 （39）
不動産 （14）
医療・福祉 （17）
サービス （38）
その他非製造 （27）

無回答 （6）

売
上
高

5千万円未満 （35）
5千万円以上1億円未満 （38）
1億円以上5億円未満 （133）
5億円以上10億円未満 （41）
10億円以上50億円未満 （30）
50億円以上 （11）
無回答 （6）

図表２で「法人クレジットカード決済」に回答した企業が対象� １％未満のデータラベルは非表示　（％）

37.5

75.0

25.0
30.8

45.5
33.3

100.0
100.0

62.5

25.0
100.0

50.0
61.5

45.5
59.0

25.0
7.7
9.1
7.7

33.3
33.3

25.0
26.7

66.7
60.0

100.0
66.7
66.7

75.0
53.3

33.3
40.0

20.0

法人クレジットカード決済との連携有 法人クレジットカード決済との連携無 無回答

50.0
37.0

50.0
23.5
28.6

38.5
55.6

20.0
44.6

40.3
49.1

42.2

50.0
51.9

42.1
76.5
64.3

56.4
27.8

80.0
49.2

52.8
43.6

51.0

11.1
7.9

7.1
5.1

16.7

6.2
6.9
7.3
6.8

33.3
45.5

70.0
53.7

36.8
26.3

42.9

50.0
54.5

30.0
39.0

57.1
65.8

42.9

16.7

7.3
6.0
7.9

14.3

導入済 未導入 無回答
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５．取引先への請求について

　取引先への請求に際し利用している決済方法は「銀行振込」が92.2％と大半の企業が利用している。次いで

「現金」が43.1％であるが、非製造業の「小売」は72.5％に上り、業種による差が顕著に表れている。

　「手形・小切手」は製造業が３割で、非製造業では「卸売」が44.4％と高い。売上高別「50億円以上」では

「銀行振込」が100％のほか、いずれの項目にも多くの回答があり、代金回収の方法が多岐にわたっていること

が確認できる。（図表８）。

図表８　取引先への請求に際し利用している決済方法（複数回答）

図表７　会計システムと法人クレジットカード決済との連携有無

n=
全体 （124）

業
　
種

製造 （27）
非製造業 （94）

建設 （29）
運輸 （3）
卸売 （10）
小売 （15）
不動産 （4）
医療・福祉 （4）
サービス （19）
その他非製造 （10）

無回答 （3）

売
上
高

5千万円未満 （15）
5千万円以上1億円未満 （10）
1億円以上5億円未満 （49）
5億円以上10億円未満 （22）
10億円以上50億円未満 （21）
50億円以上 （5）
無回答 （2）

図表６で会計システムを「導入済」と回答した企業が対象� １％未満のデータラベルは非表示　（％）
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6.1

法人クレジットカード決済との
連携有

法人クレジットカード決済との
連携無 無回答
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振
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現
金

口
座
振
替

手
形
・
小
切
手

法
人
ク
レ
ジ
ッ

ト
カ
ー
ド
加
盟

店
決
済

企
業
間
決
済

サ
ー
ビ
ス

そ
の
他

無
回
答

n=
全体 （562） 92.2 43.1 25.3 16.9 4.8 4.6 2.0 0.9 

業
　
種

製造 （93） 96.8 34.4 11.8 30.1 1.1 9.7 3.2 0.0 
非製造 （460） 91.1 45.2 27.6 14.3 5.7 3.7 1.7 1.1 

建設 （139） 92.8 36.7 17.3 18.0 0.7 2.9 0.7 0.7 
運輸 （30） 96.7 30.0 16.7 23.3 0.0 3.3 0.0 0.0 
卸売 （36） 97.2 50.0 22.2 44.4 5.6 5.6 2.8 0.0 
小売 （69） 92.8 72.5 39.1 13.0 13.0 5.8 4.3 2.9 
不動産 （32） 87.5 43.8 37.5 0.0 6.3 0.0 0.0 0.0 
医療・福祉 （32） 71.9 46.9 40.6 0.0 18.8 0.0 3.1 6.3 
サービス （68） 92.6 38.2 30.9 10.3 7.4 4.4 1.5 0.0 
その他非製造 （54） 88.9 46.3 31.5 3.7 1.9 5.6 1.9 0.0 

無回答 （9） 100.0 22.2 44.4 11.1 0.0 0.0 0.0 0.0 

売
上
高

5 千万円未満 （83） 86.7 41.0 22.9 7.2 3.6 0.0 1.2 2.4 
5 千万円以上 1 億円未満 （93） 92.5 48.4 25.8 15.1 4.3 4.3 1.1 1.1 
1 億円以上 5 億円未満 （250） 92.0 43.6 23.6 16.8 4.0 3.6 2.0 0.8 
5 億円以上 10 億円未満 （59） 94.9 35.6 30.5 25.4 5.1 8.5 1.7 0.0 
10 億円以上 50 億円未満 （52） 96.2 38.5 30.8 23.1 5.8 7.7 3.8 0.0 
50 億円以上 （17） 100.0 47.1 35.3 29.4 23.5 23.5 5.9 0.0 
無回答 （8） 87.5 62.5 0.0 12.5 0.0 0.0 0.0 0.0 

（%）

92.2 

43.1 

25.3 
16.9 

4.8 4.6 2.0 0.9 
0%

20%

40%

60%

80%

100%

［比率の差］無回答除く

全体 +10ポイント
全体 +5ポイント
全体 -5ポイント
全体 -10ポイント

n=10以上の場合
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６．取引先への売上請求における課題

　取引先への売上請求における課題は全体で「取引先の支払いサイクルや期日管理」「売掛金の貸倒れや遅延状

況の管理」「請求方法が複数ある」が上位となり、取引先ごとに異なる対応が必要となることが大きなネックと

なっている。一方、「特にない」は43.8％に上っている。売上高規模が大きな階層ほど多くの項目に回答がみら

れる一方、「５千万円未満」では「特にない」が約５割と差がみられ、実際には課題がありながら課題として捉

えていない企業が相当程度あるものとみられる（図表９）。

図表９　取引先への売上請求における課題（複数回答）

７．アンケート調査結果まとめ

　今回のアンケート調査結果をみると、手形・小切手の全面電子化への対応は次第に進んでいる様子がうかが

える。しかし、代替手段として「銀行振込（銀行窓口）」などにも回答があることから、県内企業においては、

法人クレジットカードをはじめとする電子化への取組み余地が大きいとみられる。

　企業取引におけるキャッシュレス化の流れを加速させるには、キャッシュレス化に伴うメリットをいかに享

受できるかがポイントであり、啓発活動が重要とみられる。そのために、①県や市町村、関係団体などとの枠

組み構築（情報の共有、共通のツール使用）、②キャッシュレス導入事業者の拡大（キャッシュレス導入事業者

の増加は利用企業における利便性向上につながる）、③キャッシュレス化に対応できる人材の育成支援（中堅・

中小企業の人材不足に対する支援）などが必要になると考えられる。
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無
回
答

n=
全体 （562） 23.1 18.1 18.1 13.3 8.9 8.4 5.9 2.0 43.8 3.9 3.6 

業
種

製造 （93） 25.8 11.8 23.7 16.1 7.5 4.3 11.8 2.2 39.8 2.2 3.2 
非製造 （460） 22.6 19.6 17.0 13.0 9.1 9.1 4.6 2.0 44.6 4.1 3.5 

建設 （139） 25.2 12.9 14.4 16.5 8.6 10.8 3.6 0.7 41.0 5.8 5.8 
運輸 （30） 30.0 26.7 16.7 13.3 16.7 6.7 0.0 3.3 46.7 3.3 0.0 
卸売 （36） 38.9 25.0 36.1 16.7 11.1 13.9 13.9 5.6 22.2 0.0 0.0 
小売 （69） 21.7 21.7 15.9 17.4 17.4 10.1 8.7 2.9 43.5 2.9 5.8 
不動産 （32） 9.4 12.5 12.5 12.5 3.1 3.1 0.0 0.0 65.6 9.4 0.0 
医療・福祉 （32） 3.1 15.6 18.8 3.1 0.0 0.0 0.0 3.1 53.1 6.3 6.3 
サービス （68） 22.1 29.4 17.6 10.3 2.9 10.3 1.5 2.9 44.1 2.9 0.0 
その他非製造 （54） 22.2 20.4 13.0 5.6 11.1 9.3 7.4 0.0 51.9 1.9 3.7 

無回答 （9） 22.2 11.1 22.2 0.0 11.1 11.1 11.1 0.0 44.4 11.1 11.1 

売
上
高

5 千万円未満 （83） 10.8 8.4 7.2 13.3 1.2 6.0 1.2 2.4 49.4 8.4 7.2 
5 千万円以上 1 億円未満 （93） 22.6 17.2 22.6 16.1 2.2 6.5 3.2 0.0 43.0 5.4 2.2 
1 億円以上 5 億円未満 （250） 24.0 16.0 18.4 12.0 9.6 8.0 6.4 1.2 47.2 2.4 4.0 
5 億円以上 10 億円未満 （59） 22.0 25.4 22.0 13.6 11.9 8.5 6.8 5.1 40.7 3.4 1.7 
10 億円以上 50 億円未満 （52） 36.5 34.6 19.2 17.3 19.2 13.5 7.7 5.8 26.9 1.9 0.0 
50 億円以上 （17） 35.3 29.4 23.5 5.9 35.3 23.5 29.4 0.0 35.3 0.0 0.0 
無回答 （8） 25.0 12.5 25.0 12.5 0.0 0.0 0.0 0.0 37.5 12.5 12.5 

（%）
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［比率の差］無回答除く

全体 +10ポイント
全体 +5ポイント
全体 -5ポイント
全体 -10ポイント

n=10以上の場合
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　福島県は、東日本大震災および東京電力福島第一

原子力発電所事故からの復興・再生、人口減少、少

子高齢化といった乗り越えるべき課題を多く抱えて

います。

　子どもたちが自らの力で人生を切り開き、多様な

人々と共にそれらの課題に向き合い、豊かな社会や

地域を創造する力を育むため、県では第７次福島県

総合教育計画において、一方通行の画一的な授業か

ら、「個別最適化された学び」、「協働的な学び」、「探

究的な学び」へと変革していく「学びの変革」を掲

げました。

　その施策の一環として、グローバル社会で活躍す

る人材の育成を目的に、立場や考え方、強みの異な

る多様な人々と対話・協働し、新たな技術や方法、

価値を創造していく教育を推進しています。

　子どもたちは、本事業における海外での探究活動

を通して、ローカルな課題をグローバルな課題と結

び付けて考えながら、福島の課題を国内外の人々と

共有することで、国際的な視点を養うことができま

す。

　産学官が連携しながら、それぞれの知見を生か

し、地域ぐるみで「地域課題などを自分事として捉

え、広い視野と多角的な観点で探究し、解決するイ

ノベーティブなグローバル人材」を育成し、将来的

には、本県の発展に貢献する人材の育成につなげて

いきます。

「はじめる」から「かなえる」へ。福島県では、震災から10年を機に「ふくしまから 
はじめよう」からのバトンを渡す、スローガン「ひとつ、ひとつ、実現する ふくしま」
を策定しました。復興に向けて歩んできた「これまで」と、新しい未来に繋げていく

「これから」と、県民のみなさんひとりひとりの「今」を重ねたメッセージです。

　県では、将来、本県の発展に貢献することのできるグローバルな人材を育成することを目的に、

本県の高校生などが「国際的な視点」を持ち、多様な人々と連携しながら地域課題の探究活動に取

り組む「ふくしまの未来を担うグローバル人材育成事業」を令和６年度から実施しています。本県

の未来を担う高校生などが継続的に海外留学に取り組むことができるよう、ぜひご支援をお願いし

ます。寄附についての詳細は、高校教育課ホームページをご覧ください。

検 索ホームページで詳しい情報を公開しています。

福島県　教育庁高校教育課

ふくしまの未来を担うグローバル人材育成事業
～官民協働による高校生の留学支援～

事業の背景・目的

探究的な
学び

個別最適化された
学び

協働的な
学び学びの変革
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　「ふくしまの未来を担う

グローバル人材育成事業」

は、文部科学省と独立行政

法人日本学生支援機構が実

施する「官民協働海外留学

支援事業～トビタテ！留学

JAPAN～拠点形成支援事

業」に採択されました。

　この事業は、高等学校段階からグローバル人材

育成に取り組む留学モデル拠点地域を全国に作り、

「地域にイノベーションを起こすグローバル探究

リーダー」を育成することを目的に、高校生などが

自分で計画を立て、海外で主体的に行う探究活動を

支援するものです。

　本県では、令和６年度に県教育委員会を主体とし

て、産学官連携の下、地域協議会を設立しました。

令和７年度には、第１期生として県内９校から30

名の留学生の派遣を決定しました。

　派遣留学生は、自らの関心や課題意識に基づき、

探究活動の「問い」を設定し、その「問い」の解決

に向けて、主体的に留学計画を立てます。

　プログラムとして決まっているものはなく、留学

する国や地域、留学期間、受け入れ先などの全てを、

留学生自身が選択します。現地の人々へのインタ

ビューやアンケートも自ら行い、「情報の収集」、「現

状の分析・整理」、「まとめ・表現」という探究のプ

ロセスを経て、「問い」に向き合います。また、留

学先では、福島県の魅力を発信するアンバサダー活

動も行います。留学後は、結果を考察し、その成果

を成果報告会や自身の学校で発表し、成果の共有と

普及を図ります。併せて、留学の魅力や留学で得た

体験を周りに伝えるエヴァンジェリスト活動も行い

ます。

事業概要

事業の特色

令和７年度派遣留学生募集のポスター

＜地域協議会構成団体＞

「産」：�福島県商工会議所連合会、福島経済同友
会、福島県経営者協会連合会

「学」：�国立大学法人福島大学、独立行政法人国
立高等専門学校機構福島工業高等専門学
校、福島県私立中学高等学校協会、福島
県高等学校長協会

「官」：�公益財団法人福島県国際交流協会、福島
県教育委員会

□　�世界の人々との交流を通じて得た学びから、多様な価値観を柔軟に
取り入れようとする意欲

□　独自の視点や考えを有し、社会のために貢献しようとする志
□　ふくしまの良さを発信する活動

地域に貢献するための知識・スキルを得る。
地域の発展に必要となる「グローバル」な視点を養う。

海外
留学

□　�地域課題を解決する人材の育成のため産学官が共創
□　�高等学校段階から地域の魅力や課題に触れる機会を創出
□　�地域で活躍する本気な大人たちとの対話を通じて学び、
「自己のあり方、生き方」を探究する

地域との縁と恩を醸成

探究型の
プログラム
事前・事後オリ
エンテーショ
ン・報告会
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　渡航先は、全12カ国（オーストラリア、アメリカ、

イギリス、ニュージーランド、カナダ、シンガポー

ル、マレーシア、インドネシア、ケニア、ポルトガ

ル、イタリア、ドイツ）、留学期間は14日間～60日

間と、派遣留学生ごとに計画はさまざまです。

　また、それぞれの興味関心に応じて設定した探究

テーマに沿った、以下の５コースを選択しています。

「ふくしま探究コース」は本県独自のコースです。

　2025年６月には留学に向けて、壮行会および事

前オリエンテーションを実施しました。

　当日は派遣留学生に加え、本事業をご支援いただ

いている企業・個人の皆さまや、トビタテ！留学

JAPAN 同窓会組織「とまりぎ東北支部」の方々に

もご参加いただきました。

　事前オリエンテーションでは、より良い探究活動

を行うため、お互いの探究テーマの共有や、ご支援

いただいている皆さまの知見・強みを生かした目標

達成のためのアクションプランの磨き上げなどを行

いました。

　帰国後には、事後オリエンテーションおよび報告

会を実施します。特に報告会は、広く県民の皆さま

に派遣留学生の活動内容を知っていただける機会で

すので、ぜひご来場ください。

令和７年度派遣留学生（第１期生）
の取り組み

コース一覧

１　マイ好奇心探究コース

２　社会課題探究コース

３　STEAM探究コース

４　スポーツ・芸術探究コース

５　ふくしま探究コース

　①原子力災害からの復興コース

　②原子力災害からの地域創造コース

　③観光交流による地域活性化コース

　④�農林水産業やものづくり産業による地域

活性化コース

　⑤多文化共生コース

壮行会での集合写真

事前オリエンテーションでのワークショップ

＜報告会について＞

開 催 日：2026年２月21日（土）

開催場所：�福島県環境創造センター・�
コミュタン福島（三春町）

　詳細につきましては、後日県庁高校教育
課ホームページで公表します。
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　派遣留学生への奨学金は、

事業の趣旨に賛同いただい

た方々からのご寄附と日本

学生支援機構からの交付金

により支給しています。

　

　

　県は、令和６年度に「福島県グローバル人材育成

基金」を創設し、企業や団体、個人などの皆さまか

らのご寄附を随時受け付けております。

　本県の未来を担う高校生などが、継続的に海外留

学に取り組むことができるよう、温かいご支援をお

願い申し上げます。

〇寄附総額（令和７年９月末日現在）

　22,362,000円（企業・団体・個人総額）

〇目標金額 

　2034年度までに、2.5億円

　また、これまでにも多くのご支援を賜りましたこと

に、この場をお借りしまして厚く御礼申し上げます。

▶県外企業（10万円未満）、県内企業、個人

①�県庁高校教育課ホームページから「寄附申出書」

をダウンロードし、必要事項を記入の上、電子

メールまたは郵送にて提出。

②�県から「寄附申出承諾書」および「納入通知書」

を送付。

③�指定金融機関またはコンビニエンスストアで寄附

金を納付。

④県から「受領証」を送付。

※�受領証は確定申告の際に必要となりますので、大

切に保管してください。

※�個人の方はふるさと納税ポータルサイト「ふるさ

とチョイス」からのご寄附の申し込みが可能です。

▶県外企業（企業版ふるさと納税による寄附）

　県庁復興・総合計画課のホームページをご覧くだ

さい。

検 索

〇税制上の優遇措置

　企業は寄附金額の全額を損金に算入することで、

法人税や法人事業税などの軽減を受けることができ

ます。

　個人の方は、「ふるさと納税」をご利用いただく

ことで、確定申告やふるさと納税ワンストップ特例

制度による所得税および個人住民税の寄附金控除を

受けることができます。

支援の在り方

寄附の手続きについて

問い合わせ先

　　福島県教育庁高校教育課

　電話：024（521）7773

＜申し込み先＞

福島県教育庁高校教育課�
福島県グローバル人材育成基金担当

〒960－8688�
　福島県福島市杉妻町２番16号

✉  k.koukoukyouiku@pref.fukushima.lg.jp

検 索

福島県グローバル人材育成基金ロゴマーク／
福島西高等学校卒業生 佐藤そよさんデザイン
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推計などの定例的な調査研
究や、「キャッシュレス」「経
済格差」等時宜を得た調査
研究を行い、機関誌「福島
の進路」誌上にて発表して
いる。また、自治体や事業
者に対するコンサルティング
も行っており、認定経営革
新等支援機関として常に経
営者の立場に寄り添う伴走
型の経営コンサルティングに
より、企業のバリューアップ
をサポートしている。

全国主要書店にて発売　　定価 2,860 円（10％税込）
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